






認定支援機関の概要

03 地域に根差した中華菓子ブランドへ

同社では、横浜という土地柄をいかし、地域に愛されるブランドづくりに取り組んでいます。地元の方々に親しまれる

定番の中華菓子はもちろん、観光で訪れる方々が「横浜らしさ」を感じられるようなお土産商品、さらに、外国の方にも

手に取ってもらえるような工夫を凝らした商品開発にも力を入れています。特におすすめの商品は、パイナップルケーキ

で、甘酸っぱい味は同社の一押しです。

横浜の新たな名物として定着するために、地元の学校や企業とのコラボレーション、地域イベントへの出店を目指し

て、同社は日々奮闘しています。

02 創業への思いを胸に、IDEC横浜へ相談に

店舗内の販売の様子

長年温めてきた「中華菓子の魅力をもっと多くの人に届けたい」という夢を実

現するには、専門的な知識や準備が欠かせません。初めての創業に不安を抱えな

がらも、経営相談員との対話を重ねる中で、事業の輪郭が少しずつ形になってき

ました。

相談窓口では、創業に必要な書類の説明や手続上の注意点にとどまらず、創業

後の展開を見据えた伴走型の支援を行いました。例えば、ターゲット層の明確

化、商品構成の整理、収支計画の作成など、事業の核となる部分を一つひとつ丁

寧に見直すことで、二人の中にあった漠然としたイメージは、次第に実現可能な

事業計画へと磨かれていきました。特に、地域のニーズを踏まえた商品ラインナップの検討や、それぞれの強みをいかし

た役割分担の整理は店舗運営の自信につながりました。

01 何から着手すれば良いか分からない。まずは課題の「見える化」を

華菓社は、磯子区洋光台にオープンした中華菓子を製造販売するお店です。添加物は使用せず、大人から子どもまで安

心して食べられるお菓子を取り揃えています。お店を運営しているのは、中華菓子の製造・販売に13年間携わってきた

父・祥風氏と、その情熱を受け継いだ息子・令徳氏です。

お店のオープン前、二人には長年中華菓子店を開きたいという夢があったものの、何から着手したら良いかわからない

状況でした。特に、手続きの流れや必要書類、創業時に注意すべきポイントについて十分な知識がなく、不安を抱えたま

ま準備を進めていました。こうした課題を解消するため、IDEC横浜のワンストップ経営相談窓口を訪れました。

手作りウェルカムボード

華菓社 店舗正面

株式会社華菓社
【所在地】

【業種】

【TEL】

横浜市磯子区洋光台1-14-2

卸売業、小売業

045-833-7739

事業計画の策定から法人設立、
そしてブランド構築へ

＜利用した支援メニュー＞ ワンストップ経営相談

横浜市内の中小企業者等の皆さまが抱える様々な課題や、創業・新規事業に関する疑問などについて、総合的にお応え
する相談窓口です。中小企業診断士、税理士、社会保険労務士、弁護士、弁理士などの専門家とIDEC横浜の職員が、無料
で相談・助言を行っています。

（かかしゃ）

認定支援機関の概要

株式会社Coanna
【所在地】

【業種】

【URL】

横浜市西区平沼1-40-1

サービス業

coanna.jp

相談を通じて新たに自社で作成したイベントチラシ

写真左から：共同設立者の井口氏、宮澤氏、浜田氏

デザイン思考で「伝わる」チラシに。
言葉だけでも変わる集客力。

＜利用した支援メニュー＞ デザイン相談

デザインは、単にお洒落に見せることではなく、ターゲットを分析し、相手の共感を引き出すことが大切です。デザ
イン相談では、現役デザイナーが、ターゲットに届く伝え方や見せ方を一緒に考えます。
また、デザイン思考をより深く理解し、実践するための「デザインスクール」も開催しています。

03 デザイン活用でブランド価値向上へ。リーフレット制作にも着手。
同社はその後もデザイン相談を活用され、新たに事業紹介リーフレットについてもご相談いただきました。当初は自社

制作を想定していましたが、デザイン相談を通じてデザイナーの技術を実感したことや、百貨店出展に向けて広報に力を

入れたいとの考えから、デザイナーに制作を依頼することを決断。デザイン相談の場で情報整理を重ね、事業への思いや

サービス、世界観について方向性を共有しながらブラッシュアップを進めた結果、まさに事業の具現化ともいえるリーフ

レットが完成しました。

また、制作過程を通じて、同社自身が事業内容を整理できたことも大きな成果となりました。今後は、更なるブランド

価値向上に向けて、引き続きデザイナーや専門家とともに取り組んでいく予定です。

02 アドバイスをもとにチラシを刷新。イベント申込数が約9倍に。

ワークショップの様子

早速、同社が作成したイベントチラシの添削から相談をスタートしました。デ

ザイナーがまず着目したのは、言葉やレイアウトに顧客目線が欠けている点でし

た。チラシで重要なのは、自社のアピールではなく、顧客が参加したいと思う気

持ちを引き出すこと。そのため、顧客が得られるベネフィットを明確に示す必要

があることを説明しました。さらに、既存のチラシは情報が多く、広範囲にわた

るため内容が漠然としてしまっていることも指摘。情報を届けたい人に着実に届

けるためには、ターゲットを絞り込み、ターゲットが本当に知りたい情報を精査

することが大切だと伝えました。

同社はこれらの改善点をもとに、イベントの魅力やターゲットを改めて検討。デザイナーに相談しながら、顧客目線で

タイトルやキャッチコピー、写真、レイアウトを見直し、チラシを刷新しました。新しいチラシでイベントを告知したと

ころ、SNSの反応が大きく伸び、申込数はこれまでの約9倍に増加するなどの効果が見られました。

01 イベント集客の難しさを実感…チラシの添削をデザイナーへ依頼
株式会社Coannaは、20年以上の経験を持つ元保育士3名が立ち上げた会社です。保育士時代に「保護者が子どもと向

き合う時間が確保しにくく、子どもが自ら判断する機会が少ない」と感じた経験から、「子どもが真ん中の世界」を目指

し、子どもの主体性を育むワークショップなどを展開しています。

同社の強みは、実務経験をいかした子ども向けイベントの企画力。しかし、集客・PRの経験は浅く、これまで試行錯

誤を重ねてきました。そうした中、2025(令和７)年夏に百貨店でのワークショップ開催が決定。認知拡大の好機となる一

方で、集客力強化が課題となりました。チラシやパンフレットを自作したものの納得がいかず、デザイナーのアドバイス

を求めてデザイン相談を申し込みました。



認定支援機関の概要

03 届けたい相手に伝わるメッセージの発信
佐々木氏は、一人で課題を抱えずに、相談窓口の利用を入口とした専門家による伴走支援を活用しました。まず相談窓

口の利用による課題の整理を行い、さらに、エキスパート面談を活用することによって、ブラッシュアップされたWebサ

イトになり、最終的には、同社の情報を届けたい相手にしっかり届くメッセージ性がある内容になりました。「届けたい

相手に伝わる」ことで、電子機器や構造設計分野で課題を抱える同社のお客様に寄り添い、社会をより良くする熱意を更

に高めています。

自社の伝えたい内容を整理（イメージ）

02 ワンストップ経営相談窓口で課題整理。次は内容強化へエキスパート面談の活用
相談窓口で課題の整理を行った後、次のステップとして、ＩＴ分野に詳しい専

門家のエキスパート面談を活用しました。ＩＴの専門家からのアドバイスをもと

に、お客様にしっかりと情報が届き、販路開拓につながるWebサイト作りを目指

すことに。Webサイト構築と並行してデザイン相談を活用し、シンプルながらも

同社の思いが伝わるデザインのロゴを作成しました。こうした専門家からのアド

バイスを受け、当初の構成やデザインがアップデートされていきました。

次に、販路開拓の方法として閲覧者が興味を持つ情報の絞り込みを行いまし

た。情報量はタイトル程度の簡潔なものでも、同社の強みがよくわかる言葉を選

び、欲しい情報がすぐわかる構成に修正しました。さらに、閲覧者の分析方法や問合せフォームの必須項目などについて

も専門的な視点からアドバイスし、同社が本当に伝えたい内容を一つひとつ丁寧に見直しました。

01 創業により作成したWebサイトの活用に課題
2025(令和７)年に創業したSK TechPlanの代表の佐々木氏は、電子機器や構造設計分野での豊富な経験をお持ちです。

その経験で得た顧客対応から製造現場までの幅広い知見をいかし、「良いもの」「役に立つもの」「社会をより良くするも

の」「環境に優しいもの」を世に送り出すことをモットーに、〝世の中にないものをつくる〟を原動力として、設計開発コ

ンサルティング・支援事業を行っています。創業にあたりWebサイトを作成したものの、情報の届け方や活用方法に課題

を感じ、IDEC横浜のワンストップ経営相談窓口を利用。専門的なアドバイスを得ることで、Webサイトの見せ方や発信方

法の改善に取り組み始めました。

SK TechPlan

【業種】

【URL】

サービス業

sk-techplan.com

専門家とともにブラッシュアップしたWebページ

代表の佐々木氏

専門家と共に挑む
自社の魅力を発信するWebサイト戦略

＜利用した支援メニュー＞ エキスパート面談（専門家出張相談）
IDEC横浜に登録している 「横浜ビジネスエキスパート」 が、専門的な課題の相談に応じるとともに、適切なアドバイ

スを行います。Webサイトの構成や記載内容については、ＩＴの専門家によるアドバイスなどを行っています。

アマンダリーナ合同会社
【所在地】

【業種】

【URL】

横浜市金沢区鳥浜町1-1水産棟13番

卸売業、小売業

hamandarina.com

乾燥野菜の商品「味噌汁のぐー」

食品ロス削減に貢献
補助金活用で規格外野菜を商品化へ

03 補助金採択、設備導入により生産性向上
上記の要素を盛り込むことで、事業の必要性と実効性を明確に伝えることのできる事業計画書が完成し、無事、生産性

向上促進事業費補助金に採択されました。設備の導入により時間単位の生産性及び品質の向上が見込めます。

「味噌汁のぐー」は、旬のうま味をそのまま閉じ込めた無添加・七種の野菜入りのみそ汁具材です。日々の食卓はもち

ろん、災害時のローリングストックとしても活用できます。

地域の素材を生かし、廃棄ロスを抑えながら新たな食の可能性を生み出すアマンダリーナの活動は、これからも広がって

いきます。

02 専門家の助言を受け、生産性向上促進事業費補助金の事業計画を作成

購入した真空包装機

補助金申請にあたって同社は、IDEC横浜の連携先である横浜市信用保証協会を

利用していたことから、同協会の橋渡しでIDEC横浜のエキスパート面談を活用す

ることとなりました。

導入予定の設備は「食品乾燥機」と「真空包装機」で、購入費用は100万円弱

です。同社の課題も加味し適切な補助金を専門家とともに検討した結果、生産性

向上促進事業費補助金を選択しました。補助金の申請書作成にあたっては、専門

家の助言を踏まえ、事業内容をわかりやすく伝えるために、商品の画像や使用例

を視覚資料として活用しました。事業のコンセプトについては、「高品質食品の

効率的な乾燥と包装」「省力化による労働負荷の軽減」といったキーワードとともに、具体例を交えて説明。さらに、設

備導入による売上増加率、及び作業時間の短縮に伴うコスト削減効果を定量的に示しました。

01 捨てられるはずの野菜に新たな価値を
アマンダリーナ合同会社の事業コンセプトは「〝もったいない〟から〝おいしい〟へ」。廃棄物やフードロスの削減に積

極的に取り組んでおり、摘果(間引き)によって通常は廃棄されてしまう「青みかん」を活用したドレッシングが人気商品

です。知人の農家から「廃棄予定の規格外野菜を活用できないか」と相談を受けたことをきっかけに、規格外野菜を活用

した新商品の開発をスタート。検討を重ねた結果、アップサイクルした乾燥野菜の商品「味噌汁のぐー」を製造・販売す

ることを決断。しかし、同商品の乾燥野菜の生産工程には、作業工程の多さとそれに伴う人件費の増加という課題があり

ました。この課題を解消し、生産性を向上させるため、補助金を活用した新規設備の導入を検討することとなりました。

あおみかんドレッシング、摘果された青みかん

＜利用した支援メニュー＞ エキスパート面談（専門家出張相談）

IDEC横浜に登録している 「横浜ビジネスエキスパート」 が、専門的な課題の相談に応じるとともに、適切なアドバイ
スを行います。この支援メニューでは、補助金申請をご検討の方に向けて、補助金の紹介や事業計画策定のアドバイスも
行っています。
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03 CSR活動を通じて地域社会との共生につなげる
同社の地域性のCSR活動の取組をいくつか紹介します。一つ目に、本業の造園事業で「百花繚乱プロジェクト」とし

て、横浜市の花「バラ」を様々なジャンルと掛け合わせ、緑と花の新たな魅力を横浜から発信しています。また、2027年

の横浜国際園芸博覧会に向けて多角的な取組も行っています。

二つ目に、来園者向けに環境啓発活動として公園の仕事に関する理解を深めていただくために種まきイベントなどを実

施し、地域との共生につなげています。

三つ目に、公園の仕事に関する理解と公園の効果効能に関する普及啓発を目的とした小学生の職場体験を実施してお

り、校外学習を受け入れることで、市民とのコミュニケーション向上を図っています。

02 認定制度の理解を深めるために専門家相談を活用

横浜市の花「バラ」を演出百花繚乱プロジェクト

本制度の申請にあたっては、要求されている事項(地域性評価とシステム評価)

に対応したものと同社の取組の整理が必要でした。そこで、ワンストップ経営

相談窓口を活用することに。早期にIDEC横浜の専門家のアドバイスを受けたこ

とで、制度の理解が深まり、短期間での認定取得となりました。

特に、企業のCSRの取組において、同社のCSR活動が本制度で要求している地

域性評価の項目に該当するか否かについてアドバイスを行いました。例えば同

社は、職場環境改善の取組の一環としてヒーリング音楽を採用しています。こ

の取組は、ステークホルダーである従業員が安心して働ける職場環境を目指し

て実施していることから、「労働安全衛生」の取組としても判断できるとコメント。取組の目的や独自性、希少性などの

特徴が、本制度では総合的に判断されるといったアドバイスにより、本制度の理解につながりました。

01 横浜型地域貢献企業認定の取得を契機に、企業の社会的使命を果たす
2018(平成30)年の設立以来、サカタのタネグリーンサービス株式会社は「横浜を花と緑でいっぱいにしたい」という理

念のもと地域緑花やCSR活動に取り組んでいます。取組を通じ、地域社会と連携したCSR活動に対する従業員の意識を向

上させるため、本制度の認定を目指しました。2025(令和７)年10月に認定を取得し、従業員一人ひとりが地域社会の一員

であることを自覚し、仕事に対するやりがいや情熱を持って仕事をしています。同社の社会的使命と本制度が重なる部分

は多く、地域貢献に取り組むことは同社の更なるCSR推進につながりました。

サカタのタネグリーンサービス株式会社
【所在地】

【業種】

【URL】

【TEL】

横浜市都筑区仲町台3-5-7第3セキビル

造園業

www.sakata-greenservice.co.jp

045-945-8828気候対応性品種の花

たねだんごイベントの様子

「花は心の栄養、野菜は体の栄養」
業界のリーディングカンパニーへ

＜利用した支援メニュー＞ 横浜型地域貢献企業支援事業
本制度は、横浜市内で本業及びCSR活動に取り組む企業を外部評価員が評価し、認定委員会の審査を経て企業を認定す
る制度で、2007(平成19)年に日本で初めて創設されました。認定規格の要求事項に基づき、企業のマネジメントシステ
ムの構築と企業を取り巻くステークホルダーに対するニーズに応えることによる企業の経営力向上を期待します。

認定支援機関の概要

作業をする代表の源平氏

自社開発品「ラクラク台車」

03 安定供給体制の確立と調達リスクへの備え
新たなバネ製造企業とのマッチングが実現したことで、台車製品の供給リスクが解消し、事業継続に向けた安定的な生

産体制の確保ができました。日東発条の迅速な対応により、両社は継続的な協力関係へと発展しています。また、今回の

経験を通じて、ゼロテクノスでは取引先廃業といった調達リスクの顕在化に備え、BCPの整備や複数の調達先を見据えた

供給体制づくりの必要性を再認識しました。

一方、新規分野への販路を模索していた日東発条にとっても、本取引は台車用バネ市場への展開につながる新たな機会

となりました。今後はバネ仕様の調整や関連部品の検討など、双方にメリットのある連携が期待されます。IDEC横浜とし

ても、量産最適化や追加マッチングなどを通じて、引き続き両社の取組を支援していきます。

01 突然の取引先廃業による供給リスクの顕在化
株式会社ゼロテクノスは、機械メンテナンスをはじめ、オーダーメイドでの部品・装置の改造、設計、製作まで一貫し

て対応できる高い技術力を有する企業です。

荷崩れを防ぎ段差のある場所でも安全に荷物を運べる「ラクラク台車」も自社開発商品の一つです。しかし、同製品に

使用する引っ張りバネの製造を委託していた取引先の突然の廃業に伴い、製品生産に影響が生じるおそれが発生。このバ

ネは、ねじり加工技術を要する特殊仕様であり、過去の試作では線径調整など改良を重ねてきた経緯があるため、同等の

品質で対応可能な新たな製造先の確保は容易ではありませんでした。そこで、同社の代表の源平氏から「バネ製造企業を

紹介してほしい」とIDEC横浜に相談があり、「ものづくりコーディネート事業」にて支援を行いました。

02 横浜ものづくりコーディネーターのマッチング支援による課題解決

日東発条(株)でのバネ製造工程の様子

横浜ものづくりコーディネーターが図面情報や希望ロットを確認した上で、技術

要件・製造能力・納期対応などの観点から対応可能な企業を探索し、横浜市内のバ

ネ製造・加工メーカーである日東発条株式会社（鶴見区）を紹介しました。その

後、両社を交えたマッチング面談を実施しました。

面談では、日東発条からの提案で工場見学を行い、コイルを巻く工程をその場で

機械実演していただきました。通常は図面確認のみで進むケースが多い中、目の前

で実際の製造工程の説明を受けられた点は大きな成果でした。バネの種類ごとの

「たわみ」や「感触」など、口頭説明では伝わりにくい点を実物で確かめられ、理

解がより深まりました。さらに、条件を変えながら複数パターンを実演していただ

いたことで仕上がりイメージが具体化し、試作依頼に向けた判断材料にもなりまし

た。こうした実演を伴うマッチングは稀少であり、製造技術や対応の丁寧さを直接確認できたことは、今後の検討を進め

る上で大きな意義がありました。

株式会社ゼロテクノス
【所在地】

【業種】

【TEL】

横浜市泉区上飯田町4128-1

製造業

045-300-4730

取引先廃業を契機とした協力体制の構築
（株式会社ゼロテクノス×日東発条株式会社）

＜利用した支援メニュー＞ ものづくりコーディネート事業

市内中小製造業・情報通信業の技術課題に応じて、中小から大手企業、大学等とのマッチング支援を行います。
また、公的支援施策の紹介や各種専門家の紹介等、新分野進出、新製品開発に向け、継続的にものづくり企業を支援し

ます。



認定支援機関の概要

03 スタートアップとの共創による新たな一歩
渡辺氏は同イベントへの登壇を通じ、これまで接点のなかった企業とのコミュニケーションの機会を得られました。単

なるマッチングにとどまらず、ビジネスの可能性について意見交換を行うことで、自社だけでは得られなかった新しい気

づきや、将来につながるネットワークを構築されています。

また、同年秋に開催された「中小製造業のための事業再評価・未来設計ワークショップ」にも引き続き参加いただくな

ど、常に自社の研鑽と未来を見据えた活動に積極的に取り組まれています。IDEC横浜としても、こうしたイベントでの成

果や渡辺氏の前向きな姿勢を踏まえ、同社の更なる挑戦を多角的に支援していきます。

イベントにてスタートアップとの交流

02 スタートアップとの出会いがもたらした事業加速の鍵
IDEC横浜は、試作開発等の顧客に寄り添った支援という強みを持つ企業と、そ

のニーズがあるテック系スタートアップを結びつけるため、2025(令和７)年夏に

開催の「スタートアップ×中小企業マッチング推進セミナー」への登壇を代表の

渡辺氏に提案しました。同イベントには、19社のスタートアップが来場し、渡辺

氏は同社が培ってきた技術力や新たな取組を広く発信しました。後日、参加企業

のうち3社から同社に直接連絡があったとの報告を受けています。特に電池開発

を手掛けるスタートアップ1社とは、今後協業の可能性があるとのことで、「今回

のイベントに登壇することができて良かった」と喜びの声を寄せてくださいまし

た。同社はもちろん、スタートアップ側にとっても、技術力のある中小企業とのコラボレーションに向けた貴重な機会と

なりました。

01 歴史ある企業の「脱下請け」の試みとスタートアップがもつ課題
横浜市鶴見区に拠点を置くニイガタ株式会社は、1979(昭和54)年の設立以来、樹脂加工から設計まで隣接異業種へ積極

的に事業を展開し、独自の地位を確立してきました。近年は、図面どおりの製品を製造する下請け事業から脱却し、設計

段階から顧客のアイデアを形に落とし込む試作開発や研究支援を行う「研究のプラットフォーム」としての開発支援型企

業へと進化を遂げています。

また、横浜市は2024(令和６)年秋にテック系スタートアップ成長支援拠点「TECH HUB YOKOHAMA」を開設しまし

た。同拠点の利用メンバーなどのテック系スタートアップ(新興企業)では、自社内に試作開発や量産を行うための設備や

体制を持たないことが多く、外部パートナーとの連携が不可欠であることが課題の一つとなっていました。

ニイガタ株式会社
【所在地】

【業種】

【URL】

【TEL】

横浜市鶴見区駒岡2-12-5

学術研究、専門・技術サービス業

ni-gata.co.jp

045-580-3181研究開発サービス

代表の渡辺氏

老舗企業×スタートアップで
生まれるイノベーション

＜利用した支援メニュー＞ テック系スタートアップ成長支援事業
イベントを通して、IDEC横浜の支援メニューやマッチング事例、ニイガタ株式会社による技術シーズの紹介を行いまし
た。新規事業に挑戦するスタートアップと中小企業へ、共創の契機となるような支援をしています。

認定支援機関の概要

株式会社アメニティ
【所在地】

【業種】

【URL】

【TEL】

横浜市神奈川区羽沢町685番地

サービス業

www.do-amenity.co.jp

045-371-7676インターンシップ生と社員集合写真

台湾鉄道での研修

03 継続と交流が動かす心と地域・国境のハードル
研修終了後も日本語でのメール交換などインターンシップ生との交流が続いており、受入れをきっかけに、同社の台湾

とのつながりが自然に広がり、やがて台湾鉄道での清掃指導などの仕事にも発展していきました。「結果として、私自身

の中で、台湾という地域への心のハードルが下がったのかもしれません」そう語る代表の山戸氏。そして現在、台湾企業

「スーパークー社」が、同社にとって台湾初のフランチャイズ加盟店として加わっています。この出会いも、一つひとつ

のインターンシップの積み重ねが生んだご縁と言えるでしょう。心のハードルは台湾のみならず、韓国、香港など地域・

国境のハードルをも超えて、同社のトイレメンテナンスの輪は広がっています。

02 受入れによるプラスの効果

メンテナンスの様子

ITIのインターンシップ生とは、ビジネス日本語を習得するために、大学卒業後

や社会人経験を経た後にITIへ入学したTOEIC850点(平均)、貿易知識を習得してい

る高度人材です。約1～2年間、台湾の新竹市にある学校にて全寮制で日本語を学

んだ後に来日し、約3週間日本のビジネス現場を経験するプログラムに参加してい

ます。IDEC横浜は、ITIの上部組織である台湾貿易センター（台湾経済部傘下の非

営利公的貿易振興機構。日本のJETROに相当）との業務提携により、本プログラ

ムの日本研修の協力を行っています。これまでに市内企業延べ310社程の協力を

得ており、同社も計６度のインターンシップ生受入れを実施しました。同社の受

入れは当初からビジネス目的ではありませんでしたが、継続することで、従業員がインターンシップ生に対して事業やビ

ジネスマナーを簡潔明瞭に伝える機会となり、事業理解を深めることにつながっています。インターンシップ生も真摯な

姿勢で学ぶ機会となることで、お互いに業務を通して刺激を受け合う関係性が構築されています。

01 インターンシップ生受入れの始まり
トイレの寿命はおよそ50年。清潔さを保つためには、人の健康診断と同じように、定期的なメンテナンスが欠かせませ

ん。株式会社アメニティは、科学的根拠に基づいた専門的なトイレメンテナンスを行う企業として、厚生労働省認定の社

内検定制度「トイレ診断士」を設け、全国にフランチャイズを展開している業界唯一の存在です。主に商業施設や横浜ス

タジアムなどのトイレメンテナンスを行っており、新横浜駅前には同社が維持管理する公衆トイレ「トイレ診断士の厠堂」

もあります。事業のみならず社風においても、地域・社会貢献へ真摯に取り組む同社は、IDEC横浜の紹介を受け、未来の

人材の成長を応援したい純粋な気持ちから、2015(平成27)年に台湾国際企業人材育成センター（ITI）のインターンシップ

生受入れを始めました。

高度人材インターンシップの
受入継続がつなぐ台湾とのご縁

＜利用した支援メニュー＞ グローバル人材活用支援事業

IDEC横浜では、関係機関の協力により高度人材等のインターンシップ生受入れ事業を実施しています。海外ビジネスへ
の活用のみならず、社内活性化、従業員教育といった企業運営に役立つ機会として活用いただいています。ITI生のインタ
ーンシップは2025(令和７)年で20年を迎え、これまで350名程が横浜企業でインターンシップをしてまいりました。



認定支援機関の概要

03 横浜の地から始まる新たな研究開発
横浜新技術創造館に整備した研究スペースでは、大型研究設備の導入準備が進み、2026(令和８)年4月に稼働を開始

し、構想段階にあった研究計画は、実証・検証フェーズへ移行する見込みです。人材面では、横浜市の採用支援制度（大

手求人情報サービス「エンゲージプレミアム」掲載への補助）を活用し、研究を担う専門人材の募集を継続しており、高

耐荷重の研究環境とIMの伴走支援を組み合わせ、研究開発を加速させる体制が整いつつあります。

代表の酒井氏は、「未利用資源が生まれ変わり、再生・循環する社会を創っていきたい」との思いを原点に、発酵技術

でサーキュラーエコノミーの実現を目指します。ファーメンステーションの挑戦は、横浜から動き出そうとしています。

02 研究環境と支援体制が整う、IDEC横浜 研究拠点の魅力

設備導入前の試作開発工場の様子

こうした課題に対し、同社が研究拠点として選択したのが、IDEC横浜が管理運

営する横浜新技術創造館です。同館の試作開発工場は、一般的な研究ラボの床耐

荷重が約500kg/㎡であるのに対し、その約5倍となる耐荷重2.5t/㎡を備えていま

す。あわせて、大型設備の設置を想定した天井高5.5ｍが確保されており、設備の

搬入から設置、運用までを見据えた研究環境が整っています。

研究設備の規模や配置に制約を受けにくく、将来的な設備更新や研究の高度化

にも柔軟に対応できる点に同社は魅力を感じ、横浜でのラボ開設を決断しまし

た。

研究を担う専門人材の確保については、IDEC横浜のインキュベーション・マネージャー（IM）が伴走支援を実施。採

用関連補助金の案内やプロ人材活用センターの紹介、行政系リクルートページの活用提案などを組み合わせ、横浜という

専門人材の集積地としての特性をいかし、段階的に採用活動を進められる体制を整えました。

01 研究開発を支える環境を求めて
食品残さや製造副産物などの〝未利用資源〟を発酵の力で食品向けの発酵風味素材等へと転換し、循環型社会（サーキ

ュラエコノミー）の実現を目指す株式会社ファーメンステーションは、国の有望スタートアップを後押しする認定制度J-

Startupの選定企業です。同社は研究資金の調達に成功し、大型研究設備の導入を見据えた研究体制の構築を進めていま

した。

一方で課題となったのが、重量や高さのある大型研究設備を安全に設置できる研究スペースの確保でした。一般的な研

究ラボでは床耐荷重や天井高に制約があるため、設備の設置が難しく研究計画の進行に影響を及ぼしていました。

また、新たな研究拠点の立ち上げにあたり、研究を担う高度な専門人材の確保も重要な課題として浮上していました。

株式会社ファーメンステーション
【所在地】

【業種】

【URL】

〈横浜パイロットプラント〉

横浜市鶴見区小野町75-1

横浜新技術創造館2号館406号室

製造業

fermenstation.co.jp
発酵の力で新たな価値を生み出す未利用資源（柑橘搾りかす等）

発酵プロセスを支える研究設備

未利用資源に新たな価値を
横浜新技術創造館が支える研究開発環境

＜利用した支援メニュー＞ 横浜新技術創造館、IMの伴走支援
横浜新技術創造館では、IMが新技術開発・新事業展開を目指すベンチャー企業やスタートアップ(新興企業)等である入

居企業の経営や採用、技術的課題の相談に応じ、個々の入居企業に寄り添った継続的な支援をすることで、事業の成功へ
導きます。





当協会では創業から事業の引き継ぎまで、あらゆるステージのお客さまへ寄り添うため中小企業診断士や公認
会計士、社会保険労務士等の資格を持つ専門家を派遣し、経営課題の発見から解決、経営改善計画の策定支援
など幅広くサポートしています。

信用保証協会は、中小企業・小規模事業者のみなさまが
金融機関から事業資金を借入する際の公的な保証機関です。

電話番号
045-662-6623
045-470-5600
045-319-5335
045-844-6621
045-662-6624

担当地区
●中区　●磯子区
●港北区　●緑区　●青葉区　●都筑区
●鶴見区　●神奈川区　●西区　●保土ケ谷区　●旭区　●瀬谷区
●南区　●金沢区　●戸塚区　●港南区　●栄区　●泉区
経営支援のご相談（横浜市内全地区）

部 署 名
本 店 保 証 課
新 横 浜 支 店
横浜駅前支店
上 大 岡 支 店
経 営 支 援 室

経営支援事例
動画はこちら

 60,000

”

例えばこんなお悩みを
解決いたします。 創業・新分野進出

SDGs販路拡大

事業承継・M＆A知的財産活用

資金調達経営改善

例えばこんなお悩みを

ご相談はwebフォームをご利用ください

ホームページTOP＞お問い合わせ＞その他＞メールでのお問い合わせ
https://www.kawashin.co.jp/ かわしん 検索

経営課題 資金調達

2024年９月現在

お電話でのお問い合わせ（フリーダイヤル）

受付時間／午前9：00～午後5：00
（土・日・祝日及び12月31日～1月3日を除く）

0120-502-456

【川崎信用金庫様】経営サポートチラシ_A6（W105×H148）
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